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原発事故後の放射線による健康不安とマスメディアとの関連  

～第１回・第２回「健康と情報についての調査」の調査結果から～ 

 

福島県立医科大学 医学部 

非常勤講師 中山 千尋 

 

はじめに 

筆者は 1984 年に NHK に入り、福島局、

仙台局、本部番組制作局等でディレクター、

チーフ・プロデューサーを務めた。2011 年

３月の最終週には、東日本大震災の緊急報

道応援で福島局に派遣され、生活情報の放

送に従事した。 

東京電力福島第一原子力発電所の事故

は、世界初のインターネット普及下での原

発事故である。オンラインには野生動物の

奇形、原発作業員の多数が死亡、といった

「風評」が流れ、福島の産物は風評被害で

価格が下落した。 

2011 年の後半には、マスメディアが、福

島の低線量被ばくによる健康不安を高め

るような報道を始めた。12 月２日の朝日新

聞「プロメテウスの罠 わが子の鼻血、な

ぜ」は、被ばく影響を仄めかす形で、東京

町田市のある主婦の息子の大量の鼻血を

伝えた１。だが、この人は主婦ではなく、日

本共産党系の反戦団体である「日本平和委

員会」代表理事で、劇団俳優座の俳優（現

代表取締役社長）でもあった２。また、12 月

28 日には NHK が「追跡真相ファイル 揺

れる低線量被ばく」で、チェルノブイリ事

故の影響を受けたスウェーデンや、米国イ

リノイ州の原発周辺などで、ICRP（国際放

射線防護委員会）基準よりもかなり低い被

ばく線量でも発がんや白血病等があり、

ICRP は原子力業界の利害に影響されてい

て信用できないと放送した３。しかしこの

番組は、恣意的な研究の引用やインタビュ

ーの編集等があるとして、科学者らが批判

した４。筆者は、定評あるマスメディアまで

が風評で健康不安を煽る、異常事態だと感

じた。 

そこで、原発事故後の福島を巡る情報や

報道と健康不安の関連を研究するために、

2012 年５月に NHK を早期定年退職して、

翌年福島県立医科大学医学部の大学院に

入学した。 

 

１．「健康と情報についての調査」（第１回 

2016 年） 

2016 年、博士課程において、目的変数を

福島県民の放射線被ばくによる健康不安、

説明変数を、放射線の情報について利用す

るメディアと、信用する情報源とした郵送

質問紙調査「健康と情報についての調査」

（第１回）を行った。対象は 20～79 歳の福

島県在住男女 2,000 人で、住民基本台帳を

用いた層化二段無作為抽出法によって、福

島県の会津、中通り、浜通り、避難地域か

ら 500 人ずつを抽出した。調査の実際の作

業は、一般社団法人新情報センターに委託

した５。 

この調査は先行例が皆無なので、NHK で

の経験等から質問紙を考案した。目的変数

は原発事故の被ばくによる健康不安と次

世代影響不安の二つとした。これは「現在、

あなたの健康への放射線の影響について、

どのくらい不安を感じますか。」（選択肢：

「１ 全くない」、「２ 少ししかない」、

「３ いくらか」、「４ たくさん」、「５ 
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非常に」）と、「放射線の影響が子どもや孫

など次の世代に遺伝するのではないかと

心配している。」（選択肢：「１ 全くそう思

わない」、「２ あまりそう思わない」、「３ 

ややそう思う」、「４ とてもそう思う」）と

いう二つの質問の回答である。 

説明変数は、以下の放射線について「利

用するメディア」と「信用する情報源」を

尋ねる、二つの質問の回答とした。

利用するメディア 

信用する情報源 

ふだんあなたは、放射線に関する情報をどこから得ていますか。以下のうちから、おもな

ものを３つ選び、〇をつけてください。 

１ 地元新聞（福島民報、福島民友） 

２ 全国新聞（讀賣新聞、朝日新聞、毎日新聞等） 

３ NHK テレビのニュース、番組 

４ 地元民放テレビ（FTV、FCT、KFB、TUF）制作のニュース・番組 

５ 全国民放テレビ（フジ、日本テレビ、テレビ朝日、TBS 等）制作のニュース・番組 

６ ラジオ 

７ インターネットのニュース（Yahoo ニュース等） 

８ インターネットのニュース以外のサイト・ブログ 

９ SNS（フェイスブック、ツイッター、LINE 等） 

10 雑誌・書籍 

11 自治体公報（県公報も含む） 

12 クチコミ（知人、友人等） 

13 その他 

放射線について、その報道の元となる情報が、どこからもたらされたものならば信用でき

ると思いますか。おもなものを３つ選び、〇をつけてください。 

１ 国際機関（国連 WHO など）などが発表した情報 

２ 大学・研究所等の専門家が発表した情報 

３ 政府・省庁が発表した情報 

４ 地元新聞（福島民報、福島民友）が発表した情報 

５ 全国新聞（讀賣新聞、朝日新聞、毎日新聞等）が発表した情報 

６ NHK が発表した情報 

７ 地元民放テレビ（FTV、FCT、KFB、TUF）が発表した情報 

８ 全国民放テレビ（フジ、日本テレビ、テレビ朝日、TBS 等）が発表した情報 

９ 地方自治体が発表した情報 

10 NGO や民間のボランティア団体等が発表した情報 

11 この中にはない 
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放射線の報道については全国版マスメ

ディアと地方（福島）版マスメディアは微

妙に内容が違っていたが、福島でのマスメ

ディアの受信者はそれを意識していると

確信していたので、このような細かい分類

にした。 

説明変数に、放射線について「利用する

メディア」と「信用する情報源」の二つを

設定しているが、あるメディアを利用する

人はそのメディアを情報源として信用し

ているのではないか、という疑問が浮かぶ

かもしれない。 

だが、このように「利用するメディア」

と「信用する情報源」の二つに設定したの

は、「ある新聞を定期購読し続けているが、

その新聞の放射線に関する情報について

は信用しない」、「あるテレビ局の番組をよ

く見るが、そのテレビ局のキャスター等の

言は信用しない、ただしゲスト出演する専

門家は信用する」といった複雑なケースを

想定したためである。 

これら二つの説明変数は、実際の調査結

果でも「かぶる」結果は少なく、相関係数

最大値は NHK を「利用する」と「信用す

る」が 0.37、最小値は全国民放テレビを「利

用する」と「信用する」が 0.22 と、比較的

小さかった。 

インターネットは、個人でも団体でも、

誰でもが自由に発信している。このためイ

ンターネットは単なる媒体と考え、「信用

する情報源」ではなく「利用するメディア」

として、選択肢を三つ（「インターネットの

ニュース」、「インターネットのニュース以

外のサイト・ブログ」、「SNS」）に分けた。 

この他に基本属性、居住地域、就業状況、

住居の種類、家族構成、放射線による避難

経験、ヘルスリテラシー、放射線関連の知

識、主観的健康状態等を尋ねている６。 

以上の対象者抽出方法と質問紙につい

て、対象の人数や地域が異なる他は、2020

年の第２回、2025 年の第３回の「健康と情

報についての調査」も基本的に同じである。 

 

１-１. 結果 

2016 年８月に調査を実施した。得られた

回答数は 861 人（回答率約 46％）、平均年

齢は 56.4±14.8 歳であった。現在の放射線

による健康不安の分布は以下のようであ

った。 

 

表１ 現在の不安の分布 

 

この不安の結果を１～５に点数化して、

最初に現在の不安と全ての変数の間で単

変量解析を行った。そこで有意に関連した

変数と年齢、性別を調整変数として、重回

帰分析を行った。その結果、「インターネッ

トのニュース以外のサイト・ブログを利用

する」、「NGO や民間のボランティア団体等

を信用する」両群で不安が有意に高かった。

一方、「地元民放テレビを利用する」、「政

府・省庁を信用する」、「地方自治体を信用

する」各群は不安が有意に低かった。 

横断研究のため、因果の確定はできない。 

しかし、2016 年には、まだメディアからは

「福島は危険である」とする言説が多く発

信され、受信者は振り回されていた。それ

 人数 有効％ 

１ 全くない 199 23.3 

２ 少ししかない 213 25 

３ いくらか 328 38.5 

４ たくさん 69 8.1 

５ 非常に 44 5.2 

欠損値 8  

合計 861 100 
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を考慮すると、この関連は不安を持つ受信

者が自分の意見を裏付けてくれるメディ

アを選択した結果というよりは、受けた情

報の影響で不安になった場合が多いと考

えた方が自然だろう。 

そしてこの結果は、インターネットのニ

ュース以外のサイト・ブログで健康不安を

煽るような偽情報の類が多いこと、また

NGO、市民団体等には危険を大きく伝える

反原発団体等があることが反映したと考

えられた。一方、地元民放テレビ、政府・

省庁や地方自治体は、冷静な情報の発信に

努めたことが表れていると考えられた６。 

 

１-２. 次世代影響不安 

「次世代影響不安」については、福島県

全体の分布は以下のようであった。 

 

表２ 次世代影響不安の分布（福島県全体） 

  

このうち、原発に近い太平洋沿岸部であ

る、浜通りと避難地域に注目した。それぞ

れの分布は以下のようであった。 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 次世代影響不安の分布（浜通り） 

 

 

表４ 次世代影響不安の分布（避難地域） 

 

まず次世代影響不安と、全ての変数の間

で単変量解析を行った。そこで有意に関連

した変数と年齢、性別を調整変数として、

次世代影響不安を１～４に点数化して重

回帰分析を行った結果、浜通り単独では、

「全国民放テレビを利用する」群の不安が

有意に高かった。「遺伝的影響の問題に正

答」群の不安は有意に低かった。一方、避

難地域単独では、「政府・省庁を信用する」

群の不安は有意に低かった。 

福島の放射線について、全国民放テレビ

が地元民放テレビと異なり、センセーショ

ナルな放送内容を志向していた事例が、地

元民放テレビの当時の報道局長による報

告で明らかになっている。このことは、全 

国民放テレビのセンセーショナルな放送

内容が、浜通りの住民の次世代影響不安を 

 人数 有効％ 

１ 全くそう思わない 148 17.6 

２ あまりそう思わない 275 32.8 

３ ややそう思う 261 31.1 

４ とてもそう思う 155 18.5 

欠損値 22  

合計 861 100 

 人数 有効％ 

１ 全くそう思わない 26 13.1 

２ あまりそう思わない 68 34.3 

３ ややそう思う 66 33.3 

４ とてもそう思う 38 19.2 

欠損値 3  

合計 201 100 

 人数 有効％ 

１ 全くそう思わない 24 13.1 

２ あまりそう思わない 61 33.3 

３ ややそう思う 50 27.3 

４ とてもそう思う 48 26.2 

欠損値 9  

合計 192 100 
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高めた可能性を示唆している。 

なお、浜通りの大きな部分を占めるいわ

き市の南部では、全国民放テレビの電波を

直接受信して見ている人が多い。このこと

も、この結果に関連した可能性がある。 

一方、避難地域では 2011 年３月から、住

民全員が元の住所に住民票を残したまま、

県内または県外の各地に避難している。マ

スメディアについての共通した視聴環境

は存在しない。このため、避難地域でマス

メディアが不安に有意に関連しなかった

と考えられる７。 

 

２．「健康と情報についての調査」（第２回 

2020 年） 

2020 年１月に調査を実施した。今回は関

東１都６県も対象とした。関東版には「現

在、福島での健康への放射線の影響につい

て、どのくらい不安を感じますか。最もあ

てはまるもの１つに○を付けてください。」

という質問を加え、「次世代影響不安」につ

いては省略した。 

 

２-１. 福島版 

福島県の対象は会津、中通り、浜通り、

避難地域から 400 人ずつ計 1,600 人であっ

た。 

 

２-１-１. 結果  

有効回答数は 695 人（回答率約 43％）、

平均年齢は 58.9±15 歳であった。現在の放

射線による健康不安の分布は以下のよう

であった。 

 

 

表５ 現在の不安の分布（福島県） 

 

 「放射線による健康影響不安」が「いく

らか」、「たくさん」、「非常に」あると回答

した人は、254 人（37.4％）であった。これ

らを「不安高」群とし、「全くない」と「少

ししかない」を「不安低」群とした。単変

量解析でこの不安に有意に関連した項目

と年齢、性別を投入したロジスティック回

帰分析の結果、「全国民放テレビを信用」、

「避難地域」、「不健康」、「がんの死亡確率

の問題に正答」の各群が、放射線による健

康影響の「不安高」群と有意に関連した。

一方、「子どもがいない」、「体内蓄積問題に

正答」の両群が、放射線による健康影響の

「不安低」群と有意に関連した８。 

「全国民放テレビを信用」群が「不安高」

群と有意に関連したことは、2016 年の分析

の、福島県浜通り地方と似ている。今回、

全国民放テレビの「利用」群ではなくて、

「信用」群が有意であった点については、

2020 年は原発事故から９年後であり、全国

民放テレビで放射線についての報道は減

少したが、それでも全国民放テレビを信用

しているという群には、長期間にわたり誤

情報が根付いて影響している状態なので

はないかと考えられる。 

また、因果の逆転で、健康不安が根付い

ている群が、それを裏付けてくれる全国民

放テレビを信用している可能性も考えら

 人数 有効％ 

１ 全くない 234 34.5 

２ 少ししかない 191 28.1 

３ いくらか 206 30.3 

４ たくさん 26 3.8 

５ 非常に 22 3.2 

欠損値 16  

合計 695 100 
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れる。この点は、横断研究のために確定は

できない。しかし、この場合でも、全国民

放テレビが誤情報等の発信によって、不安

の固定化を促進している可能性が指摘で

きる８。 

 

２-２. 関東版 

対象は 20～79 歳の関東地方の男女 800

人（栃木、茨城、群馬で各 50 人、埼玉、千

葉で各 125 人、東京 50 人、神奈川 150 人）

であった。 

 

２-２-１. 結果 

有効回答数は 267 人（回答率約 33％）、

平均年齢は 52.6±16.7 歳であった。現在の

放射線による健康不安の分布は以下のよ

うであった。 

 

表６ 現在の不安の分布（関東） 

 

目的変数を「放射線による健康影響不安」

が「全くない」、「少ししかない」（不安低群）

と「いくらかある」、「たくさん」、「非常に」

（不安高群）に分けた。単変量解析でこの

不安と有意に関連した項目と年齢、性別を

投入したロジスティック回帰分析を行っ

た。 

その結果、放射線の健康影響について、

「全国新聞を信用」と「NGO や民間のボラ

ンティア団体等を信用」の両群が有意に放

射線による健康影響の「不安高」群と関連

した。また、「遺伝的影響問題に正答」と「喫

煙あり」の両群が放射線による健康影響の

「不安低」群と関連した。 

冒頭に示したように、朝日新聞は関東で

の不安を助長するような記事を発信して

いるので、この種の記事が読者の不安を高

めた可能性がある。 

また、これも福島県調査と同様に、不安

が高い群は、それを裏付けてくれる全国新

聞や市民団体を信用する、という因果の逆

転も考えられる。 

いずれにせよ、これらのマスメディアと

情報源が、誤情報による健康不安を持続さ

せることに、寄与していると考えられる９。 

なお、次世代影響不安の分布を以下に示

す。統計解析は今後進める予定である。 

 

表７ 次世代影響不安（福島県） 

 

３．「健康と情報についての調査」（第３回  

2025 年） 

2025 年１月に、福島県内 960 人と東京都

内 480 人の 20～79 歳の男女を対象として

実施した。今回は東京版では以下の二つの

質問を行っている。 

「現在、福島での健康への放射線の影響

について、どのくらい不安を感じますか。

最もあてはまるもの１つに○を付けてく

ださい。」（選択肢：「１ 全くない」、「２ 

 人数 有効％ 

１ 全くない 126 47.2 

２ 少ししかない 73 27.3 

３ いくらか 53 19.9 

４ たくさん 9 3.4 

５ 非常に 6 2.3 

欠損値 0  

合計 267 100 

 人数 有効％ 

１ 全くそう思わない 174 25.9 

２ あまりそう思わない 234 34.8 

３ ややそう思う 202 30.1 

４ とてもそう思う 62 9.2 

欠損値 23  

合計 695 100 
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少ししかない」、「３ いくらか」、「４ た

くさん」、「５ 非常に」） 

「福島の人について、放射線の影響が子

どもや孫など次の世代に遺伝するのでは

ないかと心配している。」（選択肢：「１ 全

くそう思わない」、「２ あまりそう思わな

い」、「３ ややそう思う」、「４ とてもそ

う思う」） 

回答者は、福島県 341 人、東京都 173 人、

回答率はどちらも約 36％であった。今後統

計解析を進めていく予定である。 

 

おわりに 

以上の調査では、マスメディア報道やイ

ンターネットその他の情報源と、放射線に

よる健康不安、及び次世代影響不安との間

の有意な関連を見出だした。この点はこれ

までに例がない発見である。 

危険性に注目した警告的報道はありう

る。しかし福島の原発事故の場合、WHO や

UNSCEAR（原子放射線の影響に関する国連

科学委員会）の報告書は、この原発事故で

健康被害が出る可能性は低いという結論

である。過剰な警告は、差別や偏見、ある

いはセルフスティグマの原因になる。また、

過剰な健康不安を持つ事は、心疾患の原因

になるという研究もある１０。 

2023 年の「処理水海洋放出」で風評被害

が一番懸念されたように、福島の原発事故

の風評被害の問題は今も続いている。風評

の根底には放射線被ばくによる健康不安

があるが、この健康不安とマスメディアの

関連は注目されるべきである。近年、イン

ターネットやSNSへの規制論がマスメディ

アで言われているが、この調査では（意外

にも）インターネットよりも、全国マスメ

ディアが、健康不安の上昇に関連したケー

スが多い（逆に福島の地元メディアは抑制

に関連している）。そして、健康不安の抑制

に関連した政府や自治体の情報は、インタ

ーネットによって人々に伝えられたと考

えられる。マスメディア主導のインターネ

ット規制論については、慎重に考える必要

があるのではないか。 

 

（注） 

１ 朝日新聞特別報道部：プロメテウスの罠―

明かされなかった福島原発事故の真実. 初版、 

学研パブリッシング、東京（2012）. 

２  渡辺康平：メディアが発信し続ける福島へ

の風評被害 1.月刊 Hanada+, 2018/05/01. 

https://hanada-plus.jp/articles/53 

３ 見逃した方のために…ＮＨＫ 追跡！真相

ファイル「低線量被ばく 揺れる国際基準」文

字起こし http://www.aesj.or. jp/~snw/media_o 

pen/document/nhk_bpomojiokosi120628.pdf 

４ あいんしゅたいんアピール：「追跡！真相フ 

ァイル: 低線量被ばく 揺れる国際基準」につ 

いての質問 https://jein.jp/npo-introduction/m 

essage/250- appeal4.html 

５  第２～３回調査も新情報センターに委託し

ている。 

６  Nakayama, Chihiro, et al. "Lingering Health-

Related Anxiety about Radiation among 

Fukushima Residents as correlated with Media 

Information Following the Accident at Fukushima 

Daiichi Nuclear Power Plant." PLoS One 14.5 

(2019): e0217285. 

７   Nakayama, Chihiro, et al. "The Relationship 

Between Information Sources, Media, and 

‘Anxiety about the Effects of Radiation on 

Future Generations’ in Hamadori and 

Fukushima Prefecture's Evacuation Areas after 

The Nuclear Accident." [日本公衆衛生雑誌] 

Japanese Journal of Public Health 68.11 (2021): 

753-764. 

https://hanada-plus.jp/
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８ 原発事故後の福島県の放射線による健康影

響不安と情報源・メディアの関連 第 80 回日

本公衆衛生学会総会ポスター発表 2021（東京 

オンライン）https://researchmap.jp/nakac19 

58/presentations 

９ 福島第一原子力発電所事故後の関東地方の

放射線健康影響不安とメディア・情報の関連 

第 81 回日本公衆衛生学会総会口演発表、2022

（山梨県甲府市）https://researchmap.jp/nak 

ac1958/presentations 

１０ Berge, Line Iden, et al. "Health Anxiety and 

Risk of Ischaemic Heart Disease: A Prospective 

Cohort Study Linking the Hordaland Health 

Study (HUSK) with the Cardiovascular Diseases 

in Norway (CVDNOR) Project." BMJ open 6.11 

(2016): e012914. 
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